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ネット上の誹謗中傷に対応するための緊急提⾔

○ＳＮＳの普及等に伴い、ネット上の誹謗中傷、人権侵害等は年々増加。子どものネットいじめ、新型コロナウイルスによる医療者・事業者等
に対する被害の増加、ネット上の誹謗中傷等により⾃死に追い込まれる被害者も発⽣し、問題が深刻化。
○現⾏でも、プロバイダ責任制限法（プロ責法）上の権利侵害情報の削除・発信者情報開示、⺠法上の損害賠償請求、刑法上の名誉毀損
罪・侮辱罪等があるが、被害者にとって実効性ある対策となっていない。
○被害の増加に対し、諸外国では制度改正により対策を強化しているが、日本は長年制度改正を行っていない。

背景

Ø ネット上の誹謗中傷対策に関する⼭⽥太郎の取り組み

2020年6⽉1⽇ l 党 デジタル社会推進特別委員会 インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の対策ＰＴ 初会合
事務局次⻑ 就任

2020年6⽉12⽇ l 岸⽥⽂雄政調会⻑へ「インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の更なる対策に向けて」提⾔申し⼊れ

2020年6⽉16⽇ l 菅義偉官房⻑官、⾼市早苗総務⼤⾂へ「インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の更なる対策に向けて」提⾔申し⼊れ

2021年4⽉21⽇ l 改正・プロバイダ責任制限法が参議院本会議で可決・成⽴

2021年5⽉25⽇ l 党 情報通信戦略調査会 ネット上の誹謗中傷等対策⼩委員会 初会合
副委員⻑ 就任

2021年6⽉17⽇ l ⽊村響⼦様に「ネット上の誹謗中傷に対応するための緊急提⾔」⼿交
政府の関連省庁への申し⼊れ

2021年9⽉16⽇ l 侮辱罪の厳罰化、法制審議会へ諮問

匿名表現の⾃由を死守︕
被害救済は強化しつつ

表現規制推進には全⼒で反対。
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党 情報通信戦略調査会 ネット上の誹謗中傷等対策⼩委員会 提⾔


